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アジア経済法令ニュース No.18-15 

 添付法令資料 1： モロッコにおける国立統計経済院の再編に関する2011年5月20日 

  付政令第 2-10-221 号（目次） 

 添付法令資料 2： 韓国地下安全管理に関する特別法（目次） 

 添付法令資料 3： ミャンマー契約文書登記法（目次） 

 添付法令資料 4： 金融機構への登録及び金融情報を含む報告の自動提出に係る手続に 

  関する2018年1月31日付インドネシア共和国財務省国税総局国税 

  総局長規定 No.PER-04/PJ/2018（目次） 

 添付法令資料 5： 行政手続の検査に関する議定を合一するベトナム政府事務局の 

  合一文書（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2018 年 4 月 13 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 フィリピン共和国におけるマラウィ復興のための住居建設及び生活支援を通

じたコミュニティ開発計画のための贈与に関する日本国政府と国際連合との

間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 134 号） 

18.04.09 公布 

2 ダバオ市エネルギー回収型廃棄物処理施設整備計画のための贈与に関する日

本国政府とフィリピン共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示

第 135 号） 

18.04.09 公布 

3 マラウィ市及び周辺地域における復旧・復興支援計画のための贈与に関する

日本国政府とフィリピン共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告

示第 136 号） 

18.04.09 公布 

4 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律

に基づく第一種使用規程の承認の件（厚生労働省及び環境省告示第 1 号） 

18.04.09 公布 

5 種苗法第十三条第一項の規定に基づき品種登録出願を公表する件（農林水産

省告示第 814 号） 

18.04.09 公布 

6 ミャンマー連邦共和国政府に対する贈与に関する日本国政府とミャンマー連

邦共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 137 号） 

18.04.10 公布 

7 ヤンゴン新専門病院建設計画のための贈与に関する日本国政府とミャンマー

連邦共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 138 号） 

18.04.10 公布 
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8 マンダレー港開発計画のための贈与に関する日本国政府とミャンマー連邦共

和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 139 号） 

18.04.10 公布 

9 パキスタン・イスラム共和国政府に対する贈与に関する日本国政府とパキス

タン・イスラム共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 140

号） 

18.04.10 公布 

10 第二次空港保安強化計画のための贈与に関する日本国政府とパキスタン・イ

スラム共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第 141 号） 

18.04.10 公布 

11 肥料を登録した件（農林水産省告示第 843 号） 

18.04.10 公布 

12 電気用品安全法第三十一条第一項の規定に基づき同法第九条第一項の登録を

した件（経済産業省告示第 78 号） 

18.04.10 公布 

13 円借款の支出期間の延長に関する日本国政府とパキスタン・イスラム共和国

政府との間の口上書の交換に関する件（外務省告示第 146 号） 

18.04.11 公布 

14 円借款の支出期間の延長に関する日本国政府とブラジル連邦共和国政府との

間の口上書の交換に関する件（外務省告示第 148 号） 

18.04.11 公布 

15 円借款の支出期間の延長に関する日本国政府とパラグアイ共和国政府との間

の口上書の交換に関する件（外務省告示第 149 号） 

18.04.11 公布 

16 TICAD 産業人材育成センター建設計画のための贈与に関する日本国政府と

エチオピア連邦民主共和国政府との間の書簡の交換に関する件（外務省告示第

150 号） 

18.04.11 公布 

17 種苗法第十八条第一項の規定に基づき品種登録した件（農林水産省告示第

859 号） 

18.04.11 公布 

18 船舶安全法に基づく型式承認等をした件（国土交通省告示第 599 号） 

18.04.11 公布 

19 種苗法第十八条第一項の規定に基づき品種登録した件（農林水産省告示第

861 号） 

18.04.12 公布 

20 法人税法施行規則の一部を改正する省令（財務省令第 35 号） 

18.04.13 公布 

21 地方法人税法施行規則の一部を改正する省令（財務省令第 36 号） 

18.04.13 公布 

22 租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律施行規則の一部を改正する

省令（財務省令第 37 号） 

18.04.13 公布 

23 復興特別法人税に関する省令の一部を改正する省令（財務省令第 38 号） 

18.04.13 公布 
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第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 証券先物市場信義誠実監督・管理弁法 

  （证券期货市场诚信监督管理办法） 

18.03.28 発布 中国証券監督・管理委員会令第 139 号／18.07.01 施行 

2 必ず入札募集すべき工事プロジェクト規定 

  （必须招标的工程项目规定） 

18.03.27 発布 国家発展及び改革委員会令第 16 号／18.06.01 施行 

3 アンチダンピング及び反補助金調査聴聞会規則 

  （反倾销和反补贴调查听证会规则） 

18.04.04 発布 商務部令 2018 年第 2 号／18.05.04 施行 

4 アンチダンピング質問状調査規則 

  （反倾销问卷调查规则） 

18.04.04 発布 商務部令 2018 年第 3 号／18.05.04 施行 

5 ダンピング及びダンピング・マージン期間見直し規則 

  （倾销及倾销幅度期间复审规则） 

18.04.04 発布 商務部令 2018 年第 4 号／18.05.04 施行 

6 インテリジェント・コネクテッド自動車道路試験管理規範（試行） 

  （智能网联汽车道路测试管理规范（试行）） 

18.04.03 発布 工業及び情報化部等 工信部聨装[2018]66 号／18.05.01 施

行 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

1 国家税务总局关于发布《资源税征收管理规程》的公告 

18.03.30 発布 国家税務総局公告 2018 年第 13 号／18.07.01 施行 

2 关于扩大自主申报、自行缴税适用范围的公告 

18.03.29 発布 税関総署公告 2018 年第 24 号／18.04.10 施行 

3 关于印发口岸进境免税店管理暂行办法补充规定的通知 

18.03.29 発布 財政部等 財関税[2018]4 号／同日施行 

4 关于明确同期资料主体文档提供及管理有关事项的公告 

18.04.04 発布 国家税務総局公告 2018 年第 14 号／18.05.20 施行 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 关于印发《融资担保公司监督管理条例》四项配套制度的通知 

18.04.02 発布 中国銀行保険監督・管理委員会等 銀保監発[2018]1 号／同

日施行 

 

第 3 ロシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
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第 4 ベトナム 

1 化学物質の活動における費用の収受規模並びに収受、納付、管理及び使用制

度を定める通知 

財政省の 2018 年 1 月 25 日付第 08/2018/TT-BTC 号通知／18.03.12 施行 

2 ガソリン・石油の経営に関する議定を合一する合一文書 

商工省の 2018 年 2 月 13 日付第 12/VBHN-BCT 号合一文書 

3 行政違反処理法を合一する合一文書 

国会事務局の 2017 年 12 月 12 日付第 09/VBHN-VPQH 号合一文書 

4 土地使用料の収受に関して定める政府の 2014 年 5 月 15 日付第

45/2014/NĐ-CP 号議定の若干の条項を指導する財政省の 2014 年 6 月 16 日付

第 76/2014/TT-BTC 号通知の若干の条項を修正し、又は補充する通知 

財政省の 2018 年 1 月 30 日付第 10/2018/TT-BTC 号通知／18.03.20 施行 

5 土地賃料及び水面賃料の収受に関して定める政府の 2014 年 5 月 15 日付第

46/2014/NĐ-CP 号議定の若干の条項を指導する財政省の 2014 年 6 月 16 日付

第 77/2014/TT-BTC 号通知の若干の条項を修正し、又は補充する通知 

財政省の 2018 年 1 月 30 日付第 11/2018/TT-BTC 号通知／18.03.20 施行 

6 著作権及び著作隣接権に関する 2005 年の知的財産法及び 2009 年の知的財産

法の若干の条項を修正し、又は補充する法律の若干の条項の細則及び施行措置

を定める議定 

政府の 2018 年 2 月 23 日付第 22/2018/NĐ-CP 号議定／18.04.10 施行 

 

第 5 韓国 

1 公職選挙法一部改正令 

18.04.06 公布 法律第 15551 号／同日施行 

2 独立有功者礼遇に関する法律一部改正令 

18.04.06 公布 法律第 15550 号／同日施行 

3 建設技術振興法施行令一部改正令 

18.04.10 公布 大統領令第 28792 号／同日施行 

4 資本市場と金融投資業に関する法律施行令一部改正令 

18.04.10 公布 大統領令第 28796 号／18.05.01 施行 

5 住宅都市基金法施行令一部改正令 

18.04.10 公布 大統領令第 28790 号／同日施行 

6 知識財産基本法施行令一部改正令 

18.04.10 公布 大統領令第 28787 号／同日施行 

7 食品・医薬品分野試験・検査等に関する法律施行規則一部改正令 

18.04.12 公布 総理令第 1453 号／18.04.19 施行 

 

第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 
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第 7 シンガポール 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 8 タイ 

1 ドイツ語、スペイン語、日本語及びマレー語の翻訳準則に関する首相府の通

知 

17.03.13 発布／18.04.10 施行 

2 ビルマ（ミャンマー）語の翻訳準則に関する首相府の通知 

17.03.13 発布／18.04.09 施行（注：原文に誤記の可能性もある。） 

3 インドネシア語の翻訳準則に関する首相府の通知 

17.03.13 発布／18.04.10 施行 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

1 モンゴル語に関する法律への変更の導入に関する 2017 年 12 月 21 日付法律 

18.07.01 施行 

2 専業技能教育・訓練に関する法律への変更の導入に関する 2017 年 12 月 21

日付法律 

18.07.01 施行 

3 行政通則法（2015 年 6 月 19 日付モンゴル国法律）への変更の導入に関する

2017 年 12 月 21 日付法律 

18.07.01 施行 

4 行政的違法行為に関する法律への変更の導入に関する 2017 年 12 月 21 日付

モンゴル国法律 

18.07.01 施行 

5 飲酒酩酊との闘争に関する法律への変更の導入に関する 2017 年 12 月 21 日

付法律 
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18.07.01 施行 

6 広告・宣伝に関する法律への変更の導入に関する 2017 年 12 月 21 日付法律 

18.07.01 施行 

7 家庭内暴力との闘争に関する法律への変更の導入に関する 2017 年 12 月 21

日付法律 

18.07.01 施行 

 

第 13 カザフスタン 

1 第 11 回アスタナ経済フォーラムの組織化及び実施に関するカザフスタン共

和国政府決定 

2018 年 3 月 27 日付 No.137／署名の日から施行 

2 カザフスタン共和国への外国労働力の誘致に対する許可の発行及び（又は）

延長に係る納付金の料率の設定に関するカザフスタン共和国政府決定 

2018 年 4 月 3 日付 No.157／公布の日から 10 暦日の経過後に施行 

3 国家歳入機関により徴収される通関手数料の料率の承認に関するカザフスタ

ン共和国政府決定 

2018 年 4 月 5 日付 No.171／公布の日から 10 暦日の経過後に施行 

4 商品市場における経済力集中の評価方法の承認に関するカザフスタン共和国

国家経済相命令 

2017 年 12 月 14 日付 No.416 同月 28 日法務省登録 No.16161／2018 年

1 月 1 日から施行 

5 金融市場における経済力集中の評価方法の承認に関するカザフスタン共和国

国家経済相命令 

2017 年 12 月 29 日付 No.442 2018 年 1 月 12 日法務省登録 No.16226／

同月 1 日から施行 

6 カザフスタン共和国における通貨取引の実行規則の承認に関する 2012 年 4

月28日付カザフスタン共和国国立銀行理事会の決定No.154への変更の導入に

関するカザフスタン共和国国立銀行理事会の決定 

2018 年 12 月 22 日付 No.250 2018 年 3 月 7 日法務省登録 No.16537／公

布の日から施行 

7 カザフスタン共和国自然独占規制局のいくつかの命令への変更の導入に関す

るカザフスタン共和国国家経済相命令 

2018 年 2 月 16 日付 No.50 同年 3 月 6 日法務省登録 No.16526／公布の

日から 10 暦日の経過後に施行 

 

第 14 ウズベキスタン 

1 上海協力機構反過激主義規約（アスタナ、2017 年 6 月 9 日付）の批准に関す

るウズベキスタン共和国法律 

2018 年 4 月 3 日付 No.ZRU-469／同月 4 日施行 

2 新規に設立されたマイクロ企業及び零細企業に対する統一租税の納税の猶予

の提供手続に係る規程の承認に関する決定への変更の導入に関するウズベキ

スタン共和国財務省、税務国家委員会及び経済省の決定 



 

 7 

2018 年 3 月 16 日付財務省 No.64、税務国家委員会 No.2018-24 及び経済

省 No.9 同年 4 月 5 日法務省登録 No.1502-3／同日施行 

3 ウズベキスタン共和国国家保安庁に関するウズベキスタン共和国法律 

2018 年 4 月 5 日付 No.ZRU-471／同月 6 日施行 

4 漁業の加速的開発に係る追加措置に関するウズベキスタン共和国大統領決定 

2018 年 4 月 6 日付 No.PP-3657／同月 7 日施行 

5 身分事項に係る行為の登録規則の第 107 項への変更の導入に関するウズベキ

スタン共和国内閣決定 

2018 年 4 月 6 日付 No.270／同月 9 日施行 

6 自動車輸送手段による貨物の運輸規則への変更の導入に関するウズベキスタ

ン共和国内閣決定 

2018 年 4 月 7 日付 No.277／同月 9 日施行 

7 鉄道輸送手段による国内及び国際線における旅客及び貨物の運輸に係る活動

のライセンシング手続の改善に係る措置に関するウズベキスタン共和国内閣

決定 

2018 年 4 月 9 日付 No.278／同日施行 

8 公共調達に関するウズベキスタン共和国法律 

2018 年 4 月 9 日付 No.ZRU-472／同月 10 日施行 

 

第 15 トルコ 

1 付加価値税法及び特定の法律並びに法律と同等の効力を有する第 178 号決定

における変更の実施に関する法律 

2018年3月29日付No.7104 同年4月6日官報No.30383／一部を除き、

公布の日から施行 

2 第 4458 号通関法の特定条項の適用に関する決定における変更の実施に関す

る内閣決定 

2018 年 2 月 19 日付 同年 4 月 11 日官報 No. 30388／公布の日から 15 暦

日経過後に施行 

 

第 16 ポーランド 

1 金融商品の流通に関する 2005 年 7 月 29 日付法律及びいくつかのその他の法

律の変更に関する 2018 年 3 月 1 日付法律 No.685 

18.04.06 公布／一部を除き、公布の日から 14 日の期間経過後に施行 

2 反共産主義の抵抗活動家及び政治的理由により迫害された者に関する 2015

年 3 月 20 日付法律の単一テキストの公布に関する 2018 年 3 月 23 日付国会下

院議長の公告 No.690 

18.04.09 公布 

3 人口センサスに関する 2010 年 9 月 24 日付法律、公的任務を実現する主体の

活動の情報化に関する 2005年 2月 17日付法律及びいくつかのその他の法律の

変更に関する 2014年 1月 10日付法律並びに民事上の地位に係る記録に関する

法（2014 年 11 月 28 日付法律）の変更に関する 2018 年 3 月 1 日付法律 No.696 

18.04.10 公布／一部を除き、公布の日から 14 日の期間経過後に施行 
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4 電子処方の導入に関連していくつかの法律を変更することに関する 2018年3

月 1 日付法律 No.697 

18.04.10 公布／公布の日から 7 日の期間経過後に施行 

5 社会的援助に関する 2004 年 3 月 12 日付法律の変更に関する 2018 年 2 月 8

日付法律 No.700 

18.04.10 公布／一部を除き、公布の日から 30 日の期間経過後に施行 

6 国家財産の管理原則に関する 2016 年 12 月 16 日付法律並びに商業化及びい

くつかの従業員の権利に関する 1996 年 8 月 30 日付法律の変更に関する 2018

年 3 月 1 日付法律 No.702 

18.04.10 公布／公布の日から 14 日の期間経過後に施行 

7 刑罰の脅威の下に禁止される行為に対する共同主体の責任に関する 2002 年

10 月 28 日付法律の単一テキストの公布に関する 2018 年 3 月 23 日付国会下院

議長の公告 No.703 

18.04.10 公布 

8 裁判所専門家諮問チームに関する 2015 年 1 月 5 日付法律の単一テキストの

公布に関する 2018 年 3 月 23 日付国会下院議長の公告 No.708 

18.04.10 公布 

9 水法（2017 年 7 月 20 日付法律）の変更に関する 2018 年 2 月 28 日付法律

No.710 

18.04.11 公布／一部を除き、公布の日から 14 日の期間経過後に施行 

10 農業アドバイザリー単位に関する 2004 年 10 月 22 日付法律の単一テキスト

の公布に関する 2018 年 3 月 23 日付国会下院議長の公告 No.711 

18.04.11 公布 

11 プレミス（premise）所有権に関する 1994 年 6 月 21 日付法律の単一テキス

トの公布に関する 2018 年 3 月 23 日付国会下院議長の公告 No.716 

18.04.11 公布 

12 共通農業政策のファイナンシングに関する 2015 年 5 月 27 日付法律の単一テ

キストの公布に関する 2018 年 3 月 23 日付国会下院議長の公告 No.719 

18.04.12 公布 

13 博物館に関する 1996 年 11 月 21 日付法律の単一テキストの公布に関する

2018 年 3 月 23 日付国会下院議長の公告 No.720 

18.04.12 公布 

14 マネー・ロンダリング及びテロリズムに係る資金供与に対する対抗に関する

2018 年 3 月 1 日付法律 No.723 

18.04.12 公布 

15 ミルク及びミルク加工品市場の組織化に関する 2004 年 4 月 20 日付法律の単

一テキストの公布に関する 2018 年 3 月 23 日付国会下院議長の公告 No.724 

18.04.12 公布 

 

第 17 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 
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第 18 ミャンマー 

1 2018 年連邦租税法 

18.03.30 制定／2018 年連邦議会法律第 10 号 

 

第 19 添付法令資料 

   1 モロッコにおける国立統計経済院の再編に関する 2011年 5月 20日付政令第

2-10-221 号（目次） 

   2 韓国地下安全管理に関する特別法（目次） 

   3 ミャンマー契約文書登記法（目次） 

   4 金融機構への登録及び金融情報を含む報告の自動提出に係る手続に関する

2018 年 1 月 31 日付インドネシア共和国財務省国税総局国税総局長規定

No.PER-04/PJ/2018（目次） 

   5 行政手続の検査に関する議定を合一するベトナム政府事務局の合一文書（目

次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 

萩野 敦司  弁護士：韓国・越南・タイ・ミャンマー・ラオス・カンボジア・モン

ゴル・インドネシア法令担当 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

須永 了   弁護士：インドネシア・マレーシア・タイ法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 
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谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

吉川 景司  弁護士：知的財産・韓国・モンゴル・インドネシア法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務法令担当 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

北中 佳恵  弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

伏原 宏太  シニアコンサルタント：越南法令担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 

南アフリカ・ブラジル法令担当 

アレクセイ アレクサンドロビッチ ロセフ  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法研究員（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

廣川 梓   パラリーガル：韓国・インドネシア・モンゴル・越南法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

為川 千草  パラリーガル：韓国・インド法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 
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提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


